

































































































































































し面談の実施を行うなど、根気強く患者に支払いを求める  2. 保険証未加入者には
MSWが介入し、自治体との交渉を今まで以上に実施する  3. （1）過去に未収のある
患者 （2）保険証に未加入の患者 （3）短期保険証に加入の患者 （4）連帯保証人が立て
られない患者  以上の患者について、入院時の説明の際に預り金を徴収する  4. 上記
（1）～（4）の患者及び（5）当院問診票の「支払いに不安がある」という項目に意思表示
が確認された患者について、病棟事務と頻回に連絡を取り、原則無料部屋への入院
をベッドコントロール看護師により調整する  上記（1）～（5）の患者が有料部屋のみ
空床状態で緊急入院した場合には、早期に無料部屋への移動を病棟師長協力のもと
調整する。【結果・考察】上記の取り組みを講ずることにより、入院未収額は平成29
年度16,001千円から平成30年度11,125千円となり入院未収率は平成29年度1.7%から
平成30年度1.2%への減少が認められた。今後の取り組みとしては、院内での統一ルー
ルの制定及び全ての妊婦患者への預り金制度導入を検討していきたいと考える。
